
◎破産法 
（平成一六年六月二日法律第七五号）   

一、提案理由（平成一六年三月三〇日・参議院法務委員会） 

○国務大臣（野沢太三君） 最初に、破産法案につきまして、その趣旨を御説明いたし

ます。 

 現行の破産法は、大正十一年に制定されたものであり、昭和二十七年に免責の制度が

導入される等の改正がされたほかは、これまで特段の見直しがされることなく現在に至

っております。しかし、この間の社会経済情勢の変化は著しく、とりわけ近年は、社会

経済構造の変化等に伴い、大規模な倒産事件が相次いで生ずるとともに、個人債務者の

破産件数も激増している状況にあります。このような状況の下で、現行法の規律する破

産手続に対しては、手続の迅速化及び合理化を図る必要があるとの指摘がされ、倒産時

における利害関係人の権利関係の調整に関する規律を定めたいわゆる倒産実体法につき

ましても、その規律を現代の経済社会の実情に適合したものに改める必要があるとの指

摘がされているほか、破産した個人の債務者について経済生活の再生の機会を確保する

ための方策をより一層講ずる必要があるとの指摘もされております。 

 そこで、この法律案は、現行の破産法を廃止して新たな破産法を制定し、債務者の財

産の適正かつ公平な清算を迅速に図り、債権者、債務者その他の利害関係人の利害及び

権利関係を適切に調整するとともに、債務者について経済生活の再生の機会の確保を図

ろうとするものであります。 

 この法律案の要点を申し上げますと、第一は、破産手続に参加する債権の調査及びそ

の確定手続並びに配当手続の迅速化及び合理化を図ったことであります。破産手続にお

きましては、破産手続に参加する債権者の債権の額等を調査し、これを確定させた上で、

その確定した内容に従って配当をするという一連の手続がされることとなりますが、こ

れらの手続を簡素かつ合理的なものとすることにより、迅速な処理を図ることとしてお

ります。 

 第二は、破産事件の土地管轄規定を緩和したことであります。いわゆる親子会社や、

法人とその代表者等の関連する倒産事件の一体的処理を可能にするとともに、債権者数

が多数である大規模な破産事件については、処理体制の整った裁判所への申立てを認め

る等、管轄裁判所の範囲を拡大しております。 

 第三は、破産手続開始前における債務者の財産保全の措置を充実させたことでありま

す。債権者の強制執行や債務者による財産の隠匿等により手続開始前に債務者の財産が

散逸しないよう、債権者の強制執行等を全面的に禁止する包括的禁止命令の制度や、手

続の開始前に債務者の財産の管理処分権限を制限する保全管理命令の制度を創設する等、

債務者の財産保全の措置を充実させております。 

 第四は、破産手続における各種債権の優先順位の見直しをしたことであります。現行

法の下では、財団債権の次の順位とされる労働債権について、倒産時における労働債権



の保護の重要性にかんがみ、その一部について優先順位を引き上げ、財団債権とする等

の措置を講じております。 

 第五は、個人である破産者が破産手続の開始後も自由に管理、処分することができる

いわゆる自由財産の範囲を拡張したことであります。いわゆる自由財産のうち、特に金

銭につきましては、その額を必要生計費の三か月分とすること等により、破産者の経済

生活の再生の機会を確保するための措置を講じております。 

 第六は、否認権に関する規定を整備したことであります。破産直前にされた財産減少

行為等の効力を否定するための制度である否認権につきましては、相当な対価を得てし

た財産処分行為を否認することができる場合についての規定を新設する等規定を整備し、

その要件を明確化しております。 

 なお、この法律の制定に伴い、最高裁判所規則の制定等所要の手続が必要となります

ので、その期間を考慮いたしまして、この法律は、公布の日から起算して一年を超えな

い範囲内において政令で定める日から施行することとしております。 

……………（略）…………… 

 以上がこれら法律案の趣旨でございます。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに可決くださいますようお願いいたします。 

二、参議院法務委員長報告（平成一六年四月七日） 

○山本保君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、破産法案は、社会経済情勢の変化とこれに伴う破産事件の著しい増加にかんが

み、破産手続の迅速化及び合理化を図るとともにその実効性及び公正さを確保するため、

債権の調査及びその確定の手続、配当手続等の簡素合理化、管轄裁判所の拡大、破産手

続開始前の債務者の財産の保全のための制度の拡充等の措置を講ずるとともに、破産手

続における各種の債権の優先順位の見直し、破産財団に属しない財産の範囲の拡張、否

認制度の整備等の措置を講じようとするものであります。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、両法律案を一括して審査を行い、倒産法制全体の見直しの理

由と経緯、債務者の自由財産の拡大、労働債権と租税債権の優先順位、個人破産者の免

責手続の改正等について質疑が行われ、また、参考人からの意見聴取を行いましたが、

その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、順次採決の結果、両法律案はいずれも全会一致をもって原案どおり可

決すべきものと決定いたしました。 

 なお、破産法案に対して八項目の附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年四月六日） 

 政府及び最高裁判所は、本法の施行に当たり、次の点につき格段の配慮をすべきであ



る。 

一 本法の趣旨、内容、民事再生法及び会社更生法との相違等について、関係団体をは

じめ広く国民に周知徹底するよう努めること。 

二 労働債権の保護については、多様化する労働形態に対応した配慮及び債権者に対す

る情報提供努力が十分なされるよう周知徹底するとともに、企業倒産に伴うセーフテ

ィネットの必要性から、労働債権と他の債権との調整について引き続き検討すること。 

  また、ＩＬＯ一七三号条約を早期に批准するよう努めること。 

三 債務者の生活再建に資するとの視点に基づく自由財産の拡張の裁判については、事

案に応じて、自動車等も含めた多様な物件が対象となり得る柔軟かつ機動的な制度で

ある旨を周知徹底すること。 

四 個人破産件数が極めて多い状況にかんがみ、その破産手続が適正に行われるための

法的支援が受けられるよう、法律扶助関係予算の大幅な増額を図ること。 

五 破産者に対する資格制度については、それぞれの制度の趣旨を踏まえつつ、破産者

の経済生活の再生の機会を確保する観点も考慮し、必要な見直しについて検討するこ

と。 

六 新しい破産手続が適正かつ迅速に運用されるよう、裁判所の人的・物的体制の一層

の整備に努めること。 

七 破産法の改正により、労働組合運動その他正当な活動が阻害されないものであるこ

とを周知徹底すること。 

八 個人の保証人が過大な責任を負わないよう、合理的な保証制度を確立するため、包

括根保証の撤廃も含め、保証制度全体の見直しを早急に進めること。 

  右決議する。 

三、衆議院法務委員長報告（平成一六年五月二五日） 

○柳本卓治君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、法務委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 両案は、破産手続の迅速化及び合理化を図るとともに、その実効性及び公正さを確保

するため、債権の調査及びその確定の手続、配当手続等の簡素合理化、管轄裁判所の拡

大、自由財産の範囲の拡張、各種債権の優先順位の見直しなど所要の法整備を行うとと

もに、あわせて、関連する諸法律の規定の整備を行おうとするものであります。 

 両案は、参議院先議に係るもので、五月十三日本委員会に付託され、十四日野沢法務

大臣から提案理由の説明を聴取し、質疑に入り、十八日参考人の意見を聴取し、十九日

質疑を終局し、二十一日採決を行った結果、全会一致をもって原案のとおり可決すべき

ものと決しました。 

 なお、破産法案に対し附帯決議が付されましたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年五月二一日） 



 政府及び最高裁判所は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべき

である。 

一 倒産時における賃金債権、退職金債権等の労働債権の優先順位については、労働者

の生活保持に労働債権の確保が不可欠であることに鑑み、ＩＬＯ条約や諸外国の法令

を勘案し、引き続き検討に努めること。 

二 労働債権の保護については、破産管財人による破産手続に関する必要な情報提供が

行われるとともに、労働組合等の破産手続への積極的な関与が図られるよう周知に努

めること。 

三 労働形態が多様化している現状を踏まえ、正規の従業員であるか否かにかかわらな

いことはもとより、請負、委任といった契約の法形式にもとらわれることなく、労働

債権の保護に関しては、労働形態の実質に即して十分な配慮がされるよう周知に努め

ること。 

四 新たな破産手続において、労働債権が不当に侵されることなどのないように、労働

者に法的助言を行う労働相談など法的支援体制の一層の充実を図ること。 

五 倒産が多発する現下の経済情勢の下、包括根保証契約など個人の保証人が過大な責

任を負うような保証契約については、契約の内容を適正化し、保証人となる者に適切

な保護を与えるという観点から、個人保証のあり方の検討を行い、必要があれば、早

急に見直しを行うこと。 

六 免責手続については、本法が債務者について経済生活の再生の機会の確保を図るこ

とを目的としていることに鑑み、債務者保護の観点から適正な運用が行われるよう周

知に努めること。 


